
 

 

国 不 建 推 第 １ ２ 号 
20230606 中庁第１号 

令 和 ５ 年 ７ 月 ２ ６ 日 
 

 

 

 

 代 表 者 殿 
 

 

 

国 土 交 通 大 臣 
 
 
 
 
 
 

中 小 企 業 庁 長 官 
 

 

 

 

 

 

下請取引等実態調査について 
 

 

 

このたび、建設業における下請取引等の適正化を図るため、国土交通省及び中小企業庁において、

建設業者の下請取引等について調査を実施することになりました。 

本調査は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３１条第１項及び第４２条の２第１項の規定

に基づき、国土交通大臣及び中小企業庁長官が実施するものであり、報告をしない又は虚偽の報告を

した場合には、建設業法に違反することとなりますので、別添調査票に漏れなく記入の上、下記によ

り報告して下さい。 
 
 
 

記 

 

 

１．調査内容  別添調査票のとおり 

           （調査票は国土交通省のホームページにも掲載していますので、紛失した 

場合には印刷してご利用下さい） 
 

２．報告期限  令和５年９月８日（金）（必着） 
 

３．報告先  国土交通省不動産・建設経済局建設業課 

   〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

   （同封の返信用封筒を使用して報告して下さい） 
 

４．問合せ先  裏面に記載  



 

 

①国土交通大臣許可業者にあっては、国土交通省（地方整備局）主務課 
                

北海道開発局 

東北地方整備局 

関東地方整備局 

北陸地方整備局 

中部地方整備局 

近畿地方整備局 

事業振興部 建設産業課 

建政部 建設産業課 

建政部 建設産業第一課 

建政部 計画・建設産業課 

建政部 建設産業課 

建政部 建設産業第一課 

０１１（７０９）２３１１ 

０２２（２２５）２１７１ 

０４８（６０１）３１５１ 

０２５（２８０）８８８０ 

０５２（９５３）８５７２ 

０６（６９４２）１１４１ 

中国地方整備局 

四国地方整備局 

九州地方整備局 

沖縄総合事務局 

国土交通本省 

建政部 計画・建設産業課 

建政部 計画・建設産業課 

建政部 建設産業課 

開発建設部 建設産業・地方整備課 

不動産・建設経済局建設業課 

０８２（２２１）９２３１ 

０８７（８５１）８０６１ 

０９２（４７１）６３３１ 

０９８（８６６）００３１ 

０３（５２５３）８１１１ 

 
②知事許可業者にあっては、下記の都道府県主務課 

 
北 海 道 

青 森 県 

岩 手 県 

宮 城 県 

秋 田 県 

山 形 県 

福 島 県 

茨 城 県 

栃 木 県 

群 馬 県 

埼 玉 県 

千 葉 県 

東 京 都 

神奈川県 

新 潟 県 

富 山 県 

石 川 県 

福 井 県 

山 梨 県 

長 野 県 

岐 阜 県 

静 岡 県 

愛 知 県 

三 重 県 

建設部建設政策局建設管理課 

県土整備部監理課 

県土整備部建設技術振興課 

土木部事業管理課 

建設部建設政策課 

県土整備部建設企画課 

土木部技術管理課建設産業室 

土木部監理課 

県土整備部監理課 

県土整備部建設企画課 

県土整備部建設管理課 

県土整備部建設・不動産業課建設業班 

都市整備局市街地建築部建設業課 

県土整備局事業管理部建設業課 

土木部監理課建設業室 

土木部建設技術企画課 

土木部監理課建設業振興グループ 

土木部土木管理課 

県土整備部県土整備総務課建設業対策室 

建設部建設政策課建設業担当 

県土整備部技術検査課 

交通基盤部建設業課 

都市・交通局都市総務課建設業・不動産業室 

県土整備部建設業課 

０１１（２０４）５５８７ 

０１７（７３４）９６４０ 

０１９（６２９）５９５４ 

０２２（２１１）３１１６ 

０１８（８６０）２４２５ 

０２３（６３０）２６５８ 

０２４（５２１）７４５２ 

０２９（３０１）４３３４ 

０２８（６２３）２３９０ 

０２７（２２６）３５２０ 

０４８（８３０）５１７１ 

０４３（２２３）３１０８ 

０３（５３２１）１１１１ 

０４５（３１２）１１２１ 

０２５（２８０）５３８６ 

０７６（４３１）４１１１ 

０７６（２２５）１７１２ 

０７７６（２０）０４７０ 

０５５（２２３）１８４３ 

０２６（２３５）７３１４ 

０５８（２７２）８５０４ 

０５４（２２１）３０５７ 

０５２（９５４）６５０２ 

０５９（２２４）２６６０ 

滋 賀 県 

京 都 府 

大 阪 府 

兵 庫 県 

奈 良 県 

和歌山県 

鳥 取 県 

島 根 県 

岡 山 県 

広 島 県 

山 口 県 

徳 島 県 

香 川 県 

愛 媛 県 

高 知 県 

福 岡 県 

佐 賀 県 

長 崎 県 

熊 本 県 

大 分 県 

宮 崎 県 

鹿児島県 

沖 縄 県 

土木交通部監理課 

建設交通部指導検査課 

都市整備部住宅建築局建築指導室建築振興課 

県土整備部県土企画局総務課建設業室 

県土マネジメント部建設業・契約管理課 

県土整備部県土整備政策局技術調査課 

県土整備部県土総務課建設業・入札制度室 

土木部土木総務課建設産業対策室 

土木部監理課 

土木建築局建設産業課 

土木建築部監理課 

県土整備部建設管理課 

土木部土木監理課契約・建設業グループ 

土木部土木管理局土木管理課 

土木部土木政策課 

建築都市部建築指導課 

県土整備部建設・技術課 

土木部監理課 

土木部監理課 

土木建築部土木建築企画課 

県土整備部管理課 

土木部監理課 

土木建築部技術・建設業課 

０７７（５２８）４１１４ 

０７５（４１４）５２２３ 

０６（６２１０）９７３６ 

０７８（３４１）７７１１ 

０７４２（２７）５４２９ 

０７３（４４１）３０６４ 

０８５７（２６）７３４７ 

０８５２（２２）５１８５ 

０８６（２２６）７４６３ 

０８２（５１３）３８２２ 

０８３（９３３）３６２９ 

０８８（６２１）２６２４ 

０８７（８３２）３５０７ 

０８９（９１２）２６４３ 

０８８（８２３）９８１５ 

０９２（６５１）１１１１ 

０９５２（２５）７１５３ 

０９５（８９４）３０１５ 

０９６（３３３）２４８５ 

０９７（５０６）４５１６ 

０９８５（２６）７１７６ 

０９９（２８６）３４９８ 

０９８（８６６）２３７４ 

 

＜参 考＞ 

建設業法（昭和24年法律第100号）（抄） 

 
（報告及び検査） 

第３１条 国土交通大臣は、建設業を営むすべての者に対して、都道府県知事は、当該都道府県の区域内で建設業を営む者に

対して、特に必要があると認めるときは、その業務、財産若しくは工事施工の状況につき、必要な報告を徴し、又は当該職

員をして営業所その他営業に関係のある場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２（略） 

第４２条の２ 中小企業庁長官は、中小企業者である下請負人の利益を保護するため特に必要があると認めるときは、元請負

人若しくは下請負人に対しその取引に関する報告をさせ、又はその職員に元請負人若しくは下請負人の営業所その他営業に

関係のある場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２～４（略） 

第５２条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。 

１～４（略） 

５ 第３１条第１項、第４１条の２第４項又は第４２条の２第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

６ 第３１条第１項、第４１条の２第４項又は第４２条の２第１項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

第５３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人、その他の従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関し、

次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、

その人に対して各本条の罰金刑を科する。 
１（略） 
２ 第５０条又は前条 各本条の罰金刑 


